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最高裁判所 第３小法廷　御中

平成１９年（行ツ）第２１１号

平成１９年（行ヒ）第２２４号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治乳業争議支援共闘会議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議　長　　池ノ谷忠敏

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治乳業賃金昇格差別撤廃争議団

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　長　　小関　　守

要　請　書
本件、初審（都労委）段階からの審理・判断の誤りの一つは、新職分・賃金制度導入（昭和４４年４月）に向けての移行格付試験（昭和４３年１０月）の不受験を、上告人らの「自由意思」と判断する事で、同期・同学歴比較を「・・・なじまない」等とし、不当労働行為・差別事件である「当該申立」への思考を停止させ、明らかな職分・賃金格差の存在を否定。そして、圧倒的に立証された不当労働行為意思に関わる認定・判断の一切を回避したことです。この審理・判断の誤りに関しては、７月３０日の要請行動で述べています。　　

本日の要請では、移行格付試験不受験を試験制度一般の概念や、受験資格の有無、また、上告人らの不受験という表面的、形式的観察などだけで、「自由意思」と判断した労働委員会、及び下級審の誤りについて述べます。そして、会社の露骨な不当労働行為策こそが、上告人らを含む多くの労働者を不受験のやむなきに追い込んだのであり、「自由な意思」に基づく選択の余地など無かったことを、背景事情も含め明らかにするものです。

記

1、 いかなる労使関係を背景に「移行格付試験」が行われ、選択の余地はあったのか

１）明治乳業では、昭和４０年代初頭から人減らし「合理化」に反対し、劣悪な労働条件の改善を求める旺盛な労働組合活動が、全国主要工場を中心に高揚します。市川工場（千葉県）でも、上告人らが労組支部役員を構成するなど、全国と連携しながら旺盛な活動を行っていたのです。労組活動の全国的高揚に危機感を深めた明治乳業は、主要工場に「インフォーマル組織」を結成（市川工場・昭和４１年に明朋会）し、労働者を赤組・白組・雑草組に分類管理。そして、昇格・昇給や仕事差別を脅しの武器に集団帰属の踏絵を迫り、転向工作など労組役員選挙への介入を強め、ついに昭和４３年度の役員選挙で上告人ら候補が僅差で破れますが、その後も、全国的に労使の対立抗争が激しくなる中で、「移行格付試験」が実施される年度も含め一票を争う労組役員選挙が続くのです。

２）全国的な労働組合活動の高揚に対し、明治乳業が不当労働行為と差別攻撃を貫徹する要としたのが、「インフォーマル組織」結成による労組活動への支配・介入と、差別・分断の制度的な固定化をめざす職分・賃金制度の大改悪でした。昭和４０年代初頭から新職分賃金制度導入に向け、労組活動家集団に対する排除や差別の赤裸々な施策が、右傾化された労働組合本部をも巻き込んで打ち出されます。

① 昭和４１年４月、「労使確認書」で生産阻害者排除の確認を行い、労組委員長が「会社のいう生産阻害者とは、共産党員、民青加入者など・・・」と声明を発表。同時期から、各工場門前では職制ら「インフォーマル組織」が、上告人ら組合活動家らを「生産阻害者、マル共・民生、赤虫・ゴキブリ・・・」など等と誹謗するビラを大量に配布します。

　この「労使確認書」の中で、職分・賃金制度の改定（改悪）が合意されたのです。

② 昭和４１年４月から、職分・賃金制度改定（改悪）の前に、「特別昇給」制度が導入されます。会社提案理由は「真面目に働く者（インフォーマル組織・白組）と、そうでない者（活動家集団・赤組）に、同じ賃金を支払うことはできない」という、あからさまな差別意思によるものです。この制度は、人事考課成績により定期昇給が倍加されるもので、平均以下（Ｄ以下）が圧倒的に多かった上告人らは大きく差別されたのです。

③ 昭和４１年１０月、会社は「就業規則細則」を制定。勤怠取り扱い等の労使慣行を一方的に破棄し、上告人らに的を絞った監視体制を張り巡らし、「観察記録」、些細なミスの「指導書」等を積み上げ、不当な人事考課成績査定の正当化理由としたのです。上告人らの人事考課成績一覧表は、控訴審判決（別表８・甲Ｂ３４）でも「大量的な観察に耐えうるだけの信頼性はあるものとみることができる」と認定した上で、「顕著な差があるとみることができる」とし、「しかも、この傾向は、年度を遡るほど、より顕著であるとみることができる」と、上告人ら人事考課成績の低評価について判示したのです。

④ さらに、移行格付試験（昭和４３年１０月）実施目前の同年５月、会社は従業員と保証人に対し、突然に「誓約書」の提出を強要します。その内容は、労使対立抗争が激しく続く中で、関係のない保証人をも巻き込んで、「会社に忠誠」の誓いを求める「踏絵」でした。提出を拒否した８０名余の労働者に対し、会社は指導書を乱発し不当な人事考課成績の理由としたのですが、後にも先にも「誓約書」提出はこの一度だけなのです。

３）あからさまな排除・選別の受験工作や転向工作
　労組活動の指導権を巡って、会社（インフォーマル組織）と上告人ら集団が、一票を争う激しい対立抗争の中での「移行格付試験」です。会社職制ら受験工作の特徴の第一は、活動家らへの転向工作と結合した受験工作で、「白紙でもいいから受験しろ、あとはなんとかするから」等の事例。第二は、不当な人事考課成績を理由に「お前は受けても無理だ」等といい、受験から排除する事例。第三は、インフォーマル組織会員には「名前だけても書けばいいから」等とする事例であり、労働組合活動への姿勢を「踏絵」に異常な受験工作がなされたのです。

４）そもそも１９名は、人事考課成績（Ｄ以下）によって合格要件から排除
　重大なのは、「直近２年間の人事考課成績が平均以下（Ｄ以下）の者は、受験資格は有っても合格要件は満たさない」との基準によって、そもそも上告人ら３２名中半分以上の１９名は、控訴審判決（別表８・甲Ｂ３４）人事考課成績一覧表の認定でも明らかなように、受験する前から排除されていたのです。会社は、人事考課成績が悪くても、成績が優秀であれば、特別救済措置があった等と弁解しますが、例外中の例外であり激しい労使対立の中で、活動家らを合格させるための特別救済措置の運用などは絶対に有り得ないことです。

５）他に類例を見ない「移行格付試験」による新制度への異常な移行措置

　上告人らは、控訴審段階で移行格付試験の異常性を鮮明にする立場から、東京都地方労働委員会労働者委員を長期に勤められた、戸塚章介氏に資料分析と証言を依頼し実現しました。戸塚氏が分析した本件と同様の不当労働行為・差別事件（都労委事件１８事例、中労委事件１８事例）の３６全事例の中で、新職分資格制度などの導入に当たって、明治乳業と同様の移行格付試験を実施した企業は皆無だった事が明らかとなり、明治乳業の制度導入方法の異常性と不当労働行為意思が一層鮮明になったのです。しかし、東京高裁民事５部の判断（以下、原審判決）は、戸塚氏自身の体験を含む労働委員会命令の分析に基づく証拠と証言を、「推測に基づく意見にとどまる」等として無視したのであり、これが事件全体を判断する上で、極めて重大な誤りとなっていることは明らかです。
２、不受験の背景にある「差別・排除の不当労働行為策」の認定・判断こそ求められる

　「インフォーマル組織」結成など激しい労使対立が続く中で実施された、移行格付試験の背景事情を審理・判断するならば、上告人らに「自由な意思」による選択の余地など無かった事は明らかです。また、仮に、多少の選択の余地があったとしても、それを理由に明らかに存在する不当労働行為意思を否定することは許されないことです。

すなわち、不当労働行為の正否を判断するに当たっては、当該行為（本件では移行格付試験）を行うに至った経過、背景事情などを注意深く認定・判断し、事件の全体像を鮮明にして、使用者の決定的動機を見逃すことなく判断することは、「日産自動車事件・最高裁〔三小〕昭和６０年４月２３日判決」等、すでに判例によっても確立されているものです。

これら、判例に照らすならば本件での「移行格付試験」は、他に類例が無いほどあからさまな不当労働行為・差別意思をもって、実施されたものであることは明白です。

３、原判決の「救済措置に必要な三要件」は不当であり、明らかに判例違反

原審判決も、不受験を「自由意思」と判断し、不当労働行為・差別事件の「当該申立」に基づく審理・判断への思考を停止させ、同期・同学歴比較を否定する誤りを犯します。　　

しかし、東京地裁（３６部難波孝一裁判長）が「有意な格差はない」と事実誤認した、事業所採用者コース内の格差について、「当審における新たな争点」と位置づけ審理・判断したのです。その結果、昭和４０年代からの背景事情を認定・判断し、上告人らの集団性、集団間比較での「有意な格差」、不当労働行為意思についても「控訴人らの主張を妥当するとみる余地はある」と認定・判断したのです。原審判決は、不当労働行為判断要件に基づく認定を行い、さらに、「不当労働行為救済の実効性を確保する見地からすれば、・・・労働委員会は、その裁量により、その差別の是正を命じることができる」（判決３６～３７頁）とも判示します。しかし、原判決は、このような救済が許されるには、① 行為の同質性、② 時間的な隔たりが小さいこと、③ 関連の強固性の三要件を、全く独自の救済可能基準として設けたのです。特に、②「時間的隔たりが小さい」を要件としたことは、すでに確立している判例・命令にも反するものであり、救済対象を極端に狭める不当なものです。

従いまして、最高裁判所が速やかに上告を受理され弁論を開始して、これら、下級審の誤りを厳しく見直され、公正な判断を示される事を強く要請するものです。

以上。
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